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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】　既存インフラを利用し、かつ低コストに、機
能素子が三次元的に配置された高信頼性のパッケージ・
オン・パッケージ型半導体装置を提供する。
【解決手段】　薄型プリント配線基板１３上に半導体チ
ップ５が搭載されたパッケージを複数積層することによ
り構成されるパッケージ・オン・パッケージ型半導体装
置において、薄型配線基板の絶縁層として、ガラス転移
温度が３００℃以上、引張弾性率が５～２０ＧＰａ、線
膨張係数が－３～＋８ｐｐｍ／℃、厚さが２．５～４０
μｍの高分子フィルムを用いるパッケージ・オン・パッ
ケージ型半導体装置。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　薄型プリント配線基板上に半導体チップが搭載されたパッケージを複数積層することに
より構成されるパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置において、該薄型配線基板の
絶縁層として、ガラス転移温度が３００℃以上、引張弾性率が５～２０ＧＰａ、線膨張係
数が－３～＋８ｐｐｍ／℃、厚さが２．５～４０μｍの高分子フィルムを用いることを特
徴とするパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置。
【請求項２】
　高分子フィルムが、下記の（ａ）、（ｂ）を反応させて得られるポリイミドフィルムで
ある請求項１記載のパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置。
　　（ａ）ピロメリット酸二無水物を７０モル％以上含むテトラカルボン酸二無水物、
　　（ｂ）パラフェニレンジアミン及び／又はベンゾオキサゾール骨格を有するジアミン
を７０モル％以上含むジアミン。
【請求項３】
　高分子フィルムが、分子内にエーテル結合を有するテトラカルボン酸無水物を１～３０
モル％含むテトラカルボン酸二無水物類と、分子内にエーテル結合を有するジアミンを１
～３０モル％含むジアミンから得られるポリイミドフィルムである請求項２記載のパッケ
ージ・オン・パッケージ型半導体装置。
【請求項４】
　ポリイミドフィルムに含まれる高温揮発分（残ｓｏｌ、残分解物）が１％以下である請
求項２又は３いずれかに記載のパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置。
【請求項５】
　ポリイミドフィルムのカール度が１０％以下である請求項２～４いずれかに記載のパッ
ケージ・オン・パッケージ型半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機能素子が三次元的に配置された高密度半導体パッケージに関し、さらに詳
しくは、薄型プリント配線基板上に半導体チップが搭載されたパッケージを複数積層する
ことにより構成されるパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置（以下ＰＯＰともいう
）に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の電子機器の高密度化に伴い、半導体パッケージにおいても半導体チップが三次元
的に積層された所謂チップ積層型パッケージが開発されている（特許文献１参照）。
　かかるチップ積層型パッケージは、半導体装置の小型化には有力な技術であるが、複数
のチップをベア状態で使用するため、使用するチップが予め良品であるか否かの検査を行
うことが難しい。したがってチップの使用枚数が像増大すると製品収率が、チップの不良
率に大きく左右されてしまうという問題があった。かかる問題を解決する手段として、予
め封止され、電気的動作検査が行われた半導体パッケージ化を複数積層して一体化する所
謂パッケージ・オン・パッケージ型半導体装置が提案されており（特許文献３参照）、ま
た、配線層が形成された配線層と薄型シリコンチップの電極部とを異方性導電膜を用いて
電気的及び機械的に接続し、前記配線層を前記薄型シリコンチップの外側へ導出した半導
体パッケージが実装基板上に複数個積層された構造を有する半導体装置であって、前記各
半導体パッケージは、前記薄型シリコンチップ表面を表裏反対にして積層し、所定の電極
を導電体でそれぞれ電気的に接続する積層型パッケージが提案されている（特許文献２参
照）。
　これらのプリント配線基板上に半導体チップが搭載されたパッケージを複数積層したパ
ッケージ・オン・パッケージ型半導体装置におけるプリント配線基板として、シリコンな
どを薄くしたものやポリイミドフィルムを使用する方法においては、シリコン基板を薄く
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することのコストの上昇とその取扱い上の割れるなどの課題があり、また耐熱性のポリイ
ミドフィルムを使用することで前記シリコンを使用する際の課題を解決せんとする場合に
も、そのポリイミドフィルムの引張弾性率の低さやシリコンとの膨張係数の乖離による高
温低温の繰り返しなどによる電気接続部の断絶などが起こり易いなどの課題を有していた
。
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－３４９２２８号公報
【特許文献２】特開２０００－２０８６９８号公報
【特許文献３】特開２００１－２７３７５５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　　本発明は、かかる従来技術の課題を背景になされたものである。すなわち本発明は上
記のような状況に鑑みてなされたものであり、シリコン基板を薄くすることのコストの上
昇とその取扱い上の困難さを回避しかつ、ポリイミドフィルムの引張弾性率の低さやシリ
コンとの膨張係数の乖離による高温低温の繰り返しなどによる電気接続部の断絶などが起
こり易いなどの課題を解決せんとするものであり、優れた物性のポリイミドフィルムを用
いることにより、既存のワイヤボンダーなどのインフラを利用して、三次元的に高密度に
機能素子が集積され高い信頼性を有する、プリント配線基板上に半導体チップが搭載され
たパッケージを複数積層したパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは鋭意検討した結果、以下に示す手段により、上記課題を解決できることを
見出し、本発明に到達した。
すなわち、本発明は、以下の構成からなる。
　１．薄型プリント配線基板上に半導体チップが搭載されたパッケージを複数積層するこ
とにより構成されるパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置において、該薄型配線基
板の絶縁層として、ガラス転移温度が３００℃以上、引張弾性率が５～２０ＧＰａ、線膨
張係数が－３～＋８ｐｐｍ／℃、厚さが２．５～４０μｍの高分子フィルムを用いること
を特徴とするパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置。
２．高分子フィルムが、下記の（ａ）、（ｂ）を反応させて得られるポリイミドフィルム
である１．の半導体パッケージ。
　　（ａ）ピロメリット酸二無水物を７０モル％以上含むテトラカルボン酸二無水物、
　　（ｂ）パラフェニレンジアミン及び／又はベンゾオキサゾール骨格を有するジアミン
を７０モル％以上含むジアミン。
３．高分子フィルムが、分子内にエーテル結合を有するテトラカルボン酸無水物を１～３
０モル％含むテトラカルボン酸二無水物類と、分子内にエーテル結合を有するジアミンを
１～３０モル％含むジアミンとを反応させて得られるポリイミドフィルムである２．の半
導体パッケージ。
４．ポリイミドフィルムに含まれる高温揮発分（残溶媒、残分解物）が１％以下である２
．又は３．いずれかの半導体パッケージ。
５．ポリイミドフィルムのカール度が１０％以下である２．～４．いずれかの半導体パッ
ケージ。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明において規定される物性を有する高分子フィルムを、薄型プリント配線基板の絶
縁層として使用し、その上に半導体チップが搭載されたパッケージを複数積層することに
より構成されるパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置においては、薄型配線基板の
絶縁層にシリコンウエハを用いていた場合と同等以上の信頼性でもって、かつ軽くて薄い
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生産性に優れたパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置の製造が可能となる。また本
発明ではかかる物性を有する高分子フィルム、好ましくは特定のポリイミドフィルムを使
用することにより低コストでかつ取り扱い上も有利な、バーンインや温度サイクル試験時
にも半導体チップ上の機能素子にストレスを加えることなく、シリコンとの膨張係数の乖
離による高温低温の繰り返しなどによる電気接続部の断絶などが起こり難い、安定した動
作を保証することが出来る。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　　以下、本発明を詳述する。
　本発明における半導体チップとは、シリコン、ゲルマニウム、あるいはガリウムアセナ
イト等の単結晶ウエハ、ないし、これらの基板表面に薄膜的に形成したアモルファス、な
いし多結晶の半導体薄膜に、機能素子を形成し、所定のサイズにダイシングしたものを云
う。
　本発明におけるパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置とは、半導体チップを多数
三次元的に配置するために、薄型プリント配線基板上に半導体チップが搭載されたパッケ
ージを複数積層することにより構成される半導体パッケージを意味する。　
　半導体チップ間の接続方式としてはワイヤボンディング方式、フリップチップ方式、あ
るいは貫通電極を用いた相互接続などを利用出来るが、本発明においては、好ましくは主
としてワイヤボンディングを用いる積層型半導体パッケージにおいて有用である。
【０００８】
　本発明における高分子フィルムとは主として有機高分子フィルムを意味する。本発明で
好ましく用いられる有機高分子フィルムとしてはポリイミド、芳香族ポリアミド、ポリベ
ンザゾール、芳香族ポリエステル、ポリアミドイミド、ポリエステルイミド、ポリエーテ
ルエーテルケトン、ポリフェニレンサルファイド、ポリファニレンエーテル、ポリベンゾ
シクロブテン、ポリアリルエーテル、等の耐熱性有機高分子フィルムであり、これらの高
分子フィルムが、ガラス転移温度が３００℃以上、引張弾性率が５～２０ＧＰａ、線膨張
係数が－３～＋８ｐｐｍ／℃であれば特に限定されるものではない。本発明では特にフィ
ルム物性に優れた前記物性を保有するポリイミドフィルム、ポリベンザゾールフィルムを
用いることが好ましく特にポリイミドフィルムが好ましい。以下ポリイミドフィルムにつ
いて詳述するがこれに限定されるものではない。
【０００９】
　本発明におけるポリイミドフィルムとは、主鎖にイミド結合を有する耐熱性有機高分子
フィルムである。ポリイミドフィルムは一般的には、テトラカルボン酸無水物とジアミン
を溶液中にて重合してポリアミド酸を得、得られたポリアミド酸をフィルム状に成形した
後、ポリアミド酸部位を脱水閉環することによりポリイミドフィルムを得る。
　本発明では、芳香族テトラカルボン酸二無水物と、芳香族ジアミンとを反応させて得ら
れるポリイミドからのフィルムが好ましく、より好ましくはピロメリット酸二無水物を７
０ｍｏｌ％以上含むテトラカルボン酸二無水物と、パラフェニレンジアミン及び／又はベ
ンゾオキサゾール骨格を有する芳香族ジアミンを７０ｍｏｌ％以上含むジアミンとを反応
させて得られるポリイミドフィルムであり、また分子内にエーテル結合を有するテトラカ
ルボン酸二無水物を１～３０ｍｏｌ％含むテトラカルボン酸二無水物類と、分子内にエー
テル結合を有するジアミンを１～３０ｍｏｌ％含む芳香族ジアミンとを反応させて得られ
るポリイミドフィルムである。
　本発明におけるベンゾオキサゾール構造を有する芳香族ジアミン類として、下記の化合
物が例示できる。
【００１０】
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【化１】

【００１１】
【化２】

【００１２】
【化３】

【００１３】
【化４】

【００１４】
【化５】

【００１５】
【化６】

【００１６】
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【化７】

【００１７】
【化８】

【００１８】
【化９】

【００１９】
【化１０】

【００２０】
【化１１】

【００２１】
【化１２】

【００２２】
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【化１３】

【００２３】
　これらの中でも、合成のし易さの観点から、アミノ（アミノフェニル）ベンゾオキサゾ
ールの各異性体が好ましい。ここで、「各異性体」とは、アミノ（アミノフェニル）ベン
ゾオキサゾールが有する２つアミノ基が配位位置に応じて定められる各異性体である（例
；上記「化１」～「化４」に記載の各化合物）。これらのジアミンは、単独で用いてもよ
いし、二種以上を併用してもよい。
　本発明においては、前記ベンゾオキサゾール構造を有する芳香族ジアミンを７０モル％
以上使用することが好ましい。
【００２４】
　本発明は、前記事項に限定されず下記の芳香族ジアミンを使用してもよいが、好ましく
は全芳香族ジアミンの３０モル％未満であれば下記に例示されるベンゾオキサゾール構造
を有しないジアミン類を一種又は二種以上、併用してのポリイミドフィルムである。
　そのようなジアミン類としては、例えば、４，４’－ビス（３－アミノフェノキシ）ビ
フェニル、ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］ケトン、ビス［４－（３－ア
ミノフェノキシ）フェニル］スルフィド、ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル
］スルホン、２，２－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、２，２
－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］－１，１，１，３，３，３－ヘキサフ
ルオロプロパン、ｍ－フェニレンジアミン、ｏ－フェニレンジアミン、ｐ－フェニレンジ
アミン、ｍ－アミノベンジルアミン、ｐ－アミノベンジルアミン、
【００２５】
３，３’－ジアミノジフェニルエーテル、３，４’－ジアミノジフェニルエーテル、４，
４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，３’－ジアミノジフェニルスルフィド、３，３
’－ジアミノジフェニルスルホキシド、３，４’－ジアミノジフェニルスルホキシド、４
，４’－ジアミノジフェニルスルホキシド、３，３’－ジアミノジフェニルスルホン、３
，４’－ジアミノジフェニルスルホン、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，３
’－ジアミノベンゾフェノン、３，４’－ジアミノベンゾフェノン、４，４’－ジアミノ
ベンゾフェノン、３，３’－ジアミノジフェニルメタン、３，４’－ジアミノジフェニル
メタン、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フ
ェニル］メタン、１，１－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］エタン、１，
２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］エタン、１，１－ビス［４－（４－
アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、１，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）
フェニル］プロパン、１，３－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン
、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、
【００２６】
１，１－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ブタン、１，３－ビス［４－（
４－アミノフェノキシ）フェニル］ブタン、１，４－ビス［４－（４－アミノフェノキシ
）フェニル］ブタン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノシ）フェニル］ブタン、２
，３－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ブタン、２－［４－（４－アミノ
フェノキシ）フェニル］－２－［４－（４－アミノフェノキシ）－３－メチルフェニル］
プロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）－３－メチルフェニル］プロパ
ン、２－［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］－２－［４－（４－アミノフェノキ
シ）－３，５－ジメチルフェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキ
シ）－３，５－ジメチルフェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキ
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シ）フェニル］－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン、
【００２７】
１，４－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（３－アミノフェノキシ
）ベンゼン、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、４，４’－ビス（４－ア
ミノフェノキシ）ビフェニル、ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ケトン、
ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］スルフィド、ビス［４－（４－アミノフ
ェノキシ）フェニル］スルホキシド、ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ス
ルホン、ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］エーテル、ビス［４－（４－ア
ミノフェノキシ）フェニル］エーテル、１，３－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）ベ
ンゾイル］ベンゼン、１，３－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）ベンゾイル］ベンゼ
ン、１，４－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）ベンゾイル］ベンゼン、４，４’－ビ
ス［（３－アミノフェノキシ）ベンゾイル］ベンゼン、１，１－ビス［４－（３－アミノ
フェノキシ）フェニル］プロパン、１，３－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニ
ル］プロパン、３，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、
【００２８】
２，２－ビス［３－（３－アミノフェノキシ）フェニル］－１，１，１，３，３，３－ヘ
キサフルオロプロパン、ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］メタン、１，１
－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］エタン、１，２－ビス［４－（３－ア
ミノフェノキシ）フェニル］エタン、ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］ス
ルホキシド、４，４’－ビス［３－（４－アミノフェノキシ）ベンゾイル］ジフェニルエ
ーテル、４，４’－ビス［３－（３－アミノフェノキシ）ベンゾイル］ジフェニルエーテ
ル、４，４’－ビス［４－（４－アミノ－α，α－ジメチルベンジル）フェノキシ］ベン
ゾフェノン、４，４’－ビス［４－（４－アミノ－α，α－ジメチルベンジル）フェノキ
シ］ジフェニルスルホン、ビス［４－｛４－（４－アミノフェノキシ）フェノキシ｝フェ
ニル］スルホン、１，４－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェノキシ－α，α－ジ
メチルベンジル］ベンゼン、１，３－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェノキシ－
α，α－ジメチルベンジル］ベンゼン、１，３－ビス［４－（４－アミノ－６－トリフル
オロメチルフェノキシ）－α，α－ジメチルベンジル］ベンゼン、１，３－ビス［４－（
４－アミノ－６－フルオロフェノキシ）－α，α－ジメチルベンジル］ベンゼン、１，３
－ビス［４－（４－アミノ－６－メチルフェノキシ）－α，α－ジメチルベンジル］ベン
ゼン、１，３－ビス［４－（４－アミノ－６－シアノフェノキシ）－α，α－ジメチルベ
ンジル］ベンゼン、
【００２９】
３，３’－ジアミノ－４，４’－ジフェノキシベンゾフェノン、４，４’－ジアミノ－５
，５’－ジフェノキシベンゾフェノン、３，４’－ジアミノ－４，５’－ジフェノキシベ
ンゾフェノン、３，３’－ジアミノ－４－フェノキシベンゾフェノン、４，４’－ジアミ
ノ－５－フェノキシベンゾフェノン、３，４’－ジアミノ－４－フェノキシベンゾフェノ
ン、３，４’－ジアミノ－５’－フェノキシベンゾフェノン、３，３’－ジアミノ－４，
４’－ジビフェノキシベンゾフェノン、４，４’－ジアミノ－５，５’－ジビフェノキシ
ベンゾフェノン、３，４’－ジアミノ－４，５’－ジビフェノキシベンゾフェノン、３，
３’－ジアミノ－４－ビフェノキシベンゾフェノン、４，４’－ジアミノ－５－ビフェノ
キシベンゾフェノン、３，４’－ジアミノ－４－ビフェノキシベンゾフェノン、３，４’
－ジアミノ－５’－ビフェノキシベンゾフェノン、１，３－ビス（３－アミノ－４－フェ
ノキシベンゾイル）ベンゼン、１，４－ビス（３－アミノ－４－フェノキシベンゾイル）
ベンゼン、１，３－ビス（４－アミノ－５－フェノキシベンゾイル）ベンゼン、１，４－
ビス（４－アミノ－５－フェノキシベンゾイル）ベンゼン、１，３－ビス（３－アミノ－
４－ビフェノキシベンゾイル）ベンゼン、１，４－ビス（３－アミノ－４－ビフェノキシ
ベンゾイル）ベンゼン、１，３－ビス（４－アミノ－５－ビフェノキシベンゾイル）ベン
ゼン、１，４－ビス（４－アミノ－５－ビフェノキシベンゾイル）ベンゼン、２，６－ビ
ス［４－（４－アミノ－α，α－ジメチルベンジル）フェノキシ］ベンゾニトリル及び上
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記芳香族ジアミンにおける芳香環上の水素原子の一部もしくは全てがハロゲン原子、炭素
数１～３のアルキル基又はアルコキシル基、シアノ基、又はアルキル基又はアルコキシル
基の水素原子の一部もしくは全部がハロゲン原子で置換された炭素数１～３のハロゲン化
アルキル基又はアルコキシル基で置換された芳香族ジアミン等が挙げられる。
【００３０】
　本発明で用いられる芳香族テトラカルボン酸類は例えば芳香族テトラカルボン酸無水物
類である。芳香族テトラカルボン酸無水物類（酸、無水物、アミド結合性誘導体などを示
す）としては、好ましくは化１４に示すピロメリット酸無水物であり、全カルボン酸の７
０モル％以上使用することが好ましいが、これに限定されるものではない。その他の芳香
族テトラカルボン酸として、具体的には、以下のものが挙げられる。
【００３１】
【化１４】

【００３２】
【化１５】

【００３３】
【化１６】

【００３４】
【化１７】

【００３５】
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【化１８】

【００３６】
【化１９】

【００３７】
　これらのテトラカルボン酸二無水物は単独で用いてもよいし、二種以上を併用してもよ
い。
　本発明においては、全テトラカルボン酸二無水物の３０モル％未満好ましくは１０モル
％未満であれば下記に例示される非芳香族のテトラカルボン酸二無水物類を一種又は二種
以上、併用しても構わない。そのようなテトラカルボン酸無水物としては、例えば、ブタ
ン－１，２，３，４－テトラカルボン酸二無水物、ペンタン－１，２，４，５－テトラカ
ルボン酸二無水物、シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、シクロペンタン－１，２，
３，４－テトラカルボン酸二無水物、シクロヘキサン－１，２，４，５－テトラカルボン
酸二無水物、シクロヘキサ－１－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、３
－エチルシクロヘキサ－１－エン－３－（１，２），５，６－テトラカルボン酸二無水物
、１－メチル－３－エチルシクロヘキサン－３－（１，２），５，６－テトラカルボン酸
二無水物、１－メチル－３－エチルシクロヘキサ－１－エン－３－（１，２），５，６－
テトラカルボン酸二無水物、１－エチルシクロヘキサン－１－（１，２），３，４－テト
ラカルボン酸二無水物、１－プロピルシクロヘキサン－１－（２，３），３，４－テトラ
カルボン酸二無水物、１，３－ジプロピルシクロヘキサン－１－（２，３），３－（２，
３）－テトラカルボン酸二無水物、ジシクロヘキシル－３，４，３’，４’－テトラカル
ボン酸二無水物、
【００３８】
ビシクロ［２．２．１］ヘプタン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、１－プ
ロピルシクロヘキサン－１－（２，３），３，４－テトラカルボン酸二無水物、１，３－
ジプロピルシクロヘキサン－１－（２，３），３－（２，３）－テトラカルボン酸二無水
物、ジシクロヘキシル－３，４，３’，４’－テトラカルボン酸二無水物、ビシクロ［２
．２．１］ヘプタン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、ビシクロ［２．２．
２］オクタン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、ビシクロ［２．２．２］オ
クト－７－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物等が挙げられる。これらの
テトラカルボン酸二無水物は単独で用いてもよいし、二種以上を併用してもよい。
　本発明では、ベンゾオキサゾール骨格を有するジアミン類を７０モル％以上、芳香族テ
トラカルボン酸二無水物を７０モル％以上用いることが好ましい。使用量がこの範囲に満
たないと、フィルム強度と耐熱性が低下し所望の効果を得ることができなくなる場合が多
い。
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【００３９】
　前記芳香族ジアミン類と、芳香族テトラカルボン酸（無水物）類とを重縮合（重合）し
てポリアミド酸を得るときに用いる溶媒は、原料となるモノマー及び生成するポリアミド
酸のいずれをも溶解するものであれば特に限定されないが、極性有機溶媒が好ましく、例
えば、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ－アセチル－２－ピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチル
ホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、ジメチ
ルスルホキシド、ヘキサメチルホスホリックアミド、エチルセロソルブアセテート、ジエ
チレングリコールジメチルエーテル、スルホラン、ハロゲン化フェノール類等があげられ
る。　これらの溶媒は、単独あるいは混合して使用することができる。溶媒の使用量は、
原料となるモノマーを溶解するのに十分な量であればよく、具体的な使用量としては、モ
ノマーを溶解した溶液に占めるモノマーの質量が、通常５～４０質量％、好ましくは１０
～３０質量％となるような量が挙げられる。
【００４０】
　ポリアミド酸を得るための重合反応（以下、単に「重合反応」ともいう）の条件は従来
公知の条件を適用すればよく、具体例として、有機溶媒中、０～８０℃の温度範囲で、１
０分～３０時間連続して撹拌及び／又は混合することが挙げられる。必要により重合反応
を分割したり、温度を上下させてもかまわない。この場合に、両モノマーの添加順序には
特に制限はないが、芳香族ジアミン類の溶液中に芳香族テトラカルボン酸無水物類を添加
するのが好ましい。重合反応によって得られるポリアミド酸溶液に占めるポリアミド酸の
質量は、好ましくは５～４０質量％、より好ましくは１０～３０質量％であり、前記溶液
の粘度はブルックフィールド粘度計による測定（２５℃）で、送液の安定性の点から、好
ましくは１０～２０００Ｐａ・ｓであり、より好ましくは１００～１０００Ｐａ・ｓであ
る。
　本発明におけるポリアミド酸の還元粘度（ηｓｐ／Ｃ）は、特に限定するものではない
が３．０ｄｌ／ｇ以上が好ましく、４．０ｄｌ／ｇ以上がさらに好ましい。
　これらの還元粘度とすることで、得られるポリイミドベンゾオキサゾールの３００℃で
のカール度が１０％以下となす制御が容易となる。
【００４１】
　重合反応中に真空脱泡することは、良質なポリアミド酸の有機溶媒溶液を製造するのに
有効である。また、重合反応の前に芳香族ジアミン類に少量の末端封止剤を添加して重合
を制御することを行ってもよい。末端封止剤としては、無水マレイン酸等といった炭素－
炭素二重結合を有する化合物が挙げられる。無水マレイン酸を使用する場合の使用量は、
芳香族ジアミン類１モル当たり好ましくは０．００１～１．０モルである。
【００４２】
　高温処理によるイミド化方法としては、従来公知のイミド化反応を適宜用いることが可
能である。例えば、閉環触媒や脱水剤を含まないポリアミド酸溶液を用いて、加熱処理に
供することでイミド化反応を進行させる方法（所謂、熱閉環法）やポリアミド酸溶液に閉
環触媒及び脱水剤を含有させておいて、上記閉環触媒及び脱水剤の作用によってイミド化
反応を行わせる、化学閉環法を挙げることができる。
【００４３】
　熱閉環法の加熱最高温度は、１００～５００℃が例示され、好ましくは２００～４８０
℃である。加熱最高温度がこの範囲より低いと充分に閉環されづらくなり、またこの範囲
より高いと劣化が進行し、複合体が脆くなりやすくなる。より好ましい態様としては、１
５０～２５０℃で３～２０分間処理した後に３５０～５００℃で３～２０分間処理する２
段階熱処理が挙げられる。
【００４４】
　化学閉環法では、ポリアミド酸溶液をイミド化反応を一部進行させて自己支持性を有す
る前駆体複合体を形成した後に、加熱によってイミド化を完全に行わせることができる。
　この場合、イミド化反応を一部進行させる条件としては、好ましくは１００～２００℃
による３～２０分間の熱処理であり、イミド化反応を完全に行わせるための条件は、好ま
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しくは２００～４００℃による３～２０分間の熱処理である。
【００４５】
　閉環触媒をポリアミド酸溶液に加えるタイミングは特に限定はなく、ポリアミド酸を得
るための重合反応を行う前に予め加えておいてもよい。閉環触媒の具体例としては、トリ
メチルアミン、トリエチルアミンなどといった脂肪族第３級アミンや、イソキノリン、ピ
リジン、ベータピコリンなどといった複素環式第３級アミンなどが挙げられ、中でも、複
素環式第３級アミンから選ばれる少なくとも一種のアミンが好ましい。ポリアミド酸１モ
ルに対する閉環触媒の使用量は特に限定はないが、好ましくは０．５～８モルである。
　脱水剤をポリアミド酸溶液に加えるタイミングも特に限定はなく、ポリアミド酸を得る
ための重合反応を行う前に予め加えておいてもよい。脱水剤の具体例としては、無水酢酸
、無水プロピオン酸、無水酪酸などといった脂肪族カルボン酸無水物や、無水安息香酸な
どといった芳香族カルボン酸無水物などが挙げられ、中でも、無水酢酸、無水安息香酸あ
るいはそれらの混合物が好ましい。また、ポリアミド酸１モルに対する脱水剤の使用量は
特に限定はないが、好ましくは０．１～４モルである。脱水剤を用いる場合には、アセチ
ルアセトンなどといったゲル化遅延剤を併用してもよい。
【００４６】
　本発明のポリイミドフィルムの厚さは特に限定されないが、通常２．５～４０μｍ、好
ましくは５～３０μｍ、さらに好ましくは７．５～２５μｍである。この厚さはポリアミ
ド酸溶液などのフィルム原料液を支持体に塗布する際の塗布量や、ポリアミド酸溶液など
ののフィルム原料液における原料濃度によって容易に制御し得る。
　本発明の（ポリイミド）フィルムには、滑剤を（ポリイミド）フィルム中に添加含有せ
しめるなどしてフィルム表面に微細な凹凸を付与しフィルムの滑り性を改善することが好
ましい。
　滑剤としては、無機や有機の０．０３～３μｍ程度の平均粒子径を有する微粒子が使用
でき、具体例として、酸化チタン、アルミナ、シリカ、炭酸カルシウム、燐酸カルシウム
、燐酸水素カルシウム、ピロ燐酸カルシウム、酸化マグネシウム、酸化カルシウム、粘土
鉱物などが挙げられる。
　本発明のポリイミドフィルムは、無延伸フィルムであっても延伸フィルムであってもよ
く、ここで無延伸フィルムとは、テンター延伸、ロール延伸、インフレーション延伸など
によってフィルムの面拡張方向に機械的な外力を意図的に加えずに得られるフィルムをい
う。
【００４７】
　本発明における高分子フィルム（ポリイミドフィルム）の引張弾性率が５～２０ＧＰａ
以下であり、引張弾性率がこの範囲に満たないと、バーンインや温度サイクル試験時にも
半導体チップ上の機能素子にストレスを加えることなく安定した動作を保証することが出
来なくなり、また薄葉化されたウエハから得られるチップの補強効果が発揮出来ない。
　引張弾性率がこの範囲を超えると、逆に半導体チップにストレスがかかりやすくなる場
合が多くなる。本発明における引張弾性率とは、引張試験における応力－歪み曲線より得
られる初期弾性率と定義する。
　本発明における線膨張係数とは単位温度あたりの材料の面方向での伸縮率を意味し、縦
方向と横方向の線膨張係数の平均値を意味するものである。線膨張係数は後述の方法で測
定される。本発明においては高分子フィルムの線膨張係数が－３～８ｐｐｍ／℃であるこ
とが好ましく、－１～６ｐｐｍ／℃がなお好ましく１～５ｐｐｍ／℃であることがなおさ
らに好ましい。線膨張係数がこの範囲を逸脱すると積層されたチップ、並びにチップとス
ペーサ界面に余分な応力が加わり、界面剥離ややチップストレスの原因となり易く、また
半導体チップや半導体パッケージが高熱を受けた場合や過熱冷却を受けた場合に、半導体
チップのウエハとスペーサとしての本発明の高分子フィルム（ポリイミドフィルム）との
線膨張係数の乖離が大きくなり、半導体チップにストレスがかかりやすくなり半導体チッ
プ、半導体パッケージとしての信頼性の低下につながる。
　本発明における高分子フィルム（ポリイミドフィルム）のガラス転移温度は、スペーサ
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としての耐熱性の観点から、３００℃以上であることが必須であり、より好ましくは３３
０℃以上、なお好ましくは３７０℃以上なおさらに好ましくは４００℃以上である。
　なお、本発明におけるガラス転移温度とは、固体粘弾性測定（レオメトリックス社製、
ＲＳＡ－ＩＩ、周波数：１０Ｈｚ）にて観測されるｔａｎδピーク温度である。
【００４８】
　本発明におけるもう一つの好ましいポリイミド（フィルム）として、分子内にエーテル
結合を有するテトラカルボン酸無水物を１～３０モル％含むテトラカルボン酸二無水物類
と、分子内にエーテル結合を有するジアミンを１～３０モル％含むジアミンから得られる
ポリイミドフィルムが挙げられる、この場合の残部のテトラカルボン酸無水物とジアミン
とは前記したところのピロメリット酸二無水物を７０ｍｏｌ％以上含むテトラカルボン酸
二無水物と、パラフェニレンジアミン及び／又はベンゾオキサゾール骨格を有する芳香族
ジアミンを７０ｍｏｌ％以上含むジアミンとを反応させて得られるポリイミド（フィルム
）である。
　分子内にエーテル結合を有するテトラカルボン酸無水物とは、ベンゼン核２個を酸素原
子が橋架けした骨格、ベンゼン核３個を酸素原子がそれぞれのベンゼン核を橋架けした骨
格、などを有するもののそれぞれの末端ベンゼン核に２個のカルボン酸基が結合したもの
が挙げられ、例えば下記式化２０で示す構造を分子内に有するテトラカルボン酸の無水物
を示し、好ましくは４，４’－オキシジフタル酸である。本発明においてはかかるテトラ
カルボン酸無水物をテトラカルボン酸成分全体の１～３０モル％使用することが好ましい
。
　かかる成分を１～３０モル％の範囲で加えることにより、ポリイミドフィルムの弾性率
、引張強度を大きく損なうことなく、ポリイミドフィルムの接着性を改善することができ
る。
【００４９】
【化２０】

　また本発明における分子内にエーテル結合を有するジアミンとは、ベンゼン核２個を酸
素原子が橋架けした骨格、ベンゼン核３個を酸素原子がそれぞれのベンゼン核を橋架けし
た骨格、などを有するもののそれぞれの末端ベンゼン核にアミノ基が結合したものが挙げ
られ、
【００５０】
【化２１】

　例えば化２１なる構造を分子内に有するジアミンを示し、好ましくは分子内に二個のエ
ーテル結合を有する、１，３－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、ＴＰＥＱ：１，
４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、ＡＰＢ：１，３－ビス（３－アミノフェノ
キシ）ベンゼンである。本発明においてはかかるジアミンをジアミン成分全体の１～３０
モル％使用することが好ましい。かかる成分を１～３０モル％の範囲で加えることにより
、ポリイミドフィルムの弾性率、引張強度を大きく損なうことなく、ポリイミドフィルム
の接着性を改善することができる。
【００５１】
　本発明のにおいて好ましい態様であるポリイミドフィルムを主材として使用する場合の
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基材フィルムとして使用されるポリイミドフィルムの好ましい態様として、当該高分子フ
ィルムであるポリイミドフィルムは、そのカール度が１０％以下であるものである。
　本発明におけるカール度とは、フィルムに所定の熱処理を行った後のフィルムの面方向
に対する厚さ方向への変形度合を意味し、具体的には、図１に示すように、５０ｍｍ×５
０ｍｍの試験片を、４００℃で１０分間熱風処理した後に、平面上に試験片を凹状となる
ように静置し、四隅の平面からの距離（ｈ１、ｈ２、ｈ３、ｈ４：単位ｍｍ）の平均値を
カール量（ｍｍ）とし、試験片の各頂点から中心までの距離（３５．３６ｍｍ）に対する
カール量の百分率（％）で表される値である。
　試料片は、フィルムの全長に対して５分の１の長さピッチで幅方向に２点（幅長の１／
３と２／３の点）を試験片の中心点として計１０点をサンプリングし、測定値は１０点の
平均値とする。
　但し、１０点のサンプリングをするに十分なフィルムがない場合は、可能な限り等間隔
でサンプリングする。
　具体的には、次式によって算出される。
　　　カール量（ｍｍ）＝（ｈ１＋ｈ２＋ｈ３＋ｈ４）／４
　　　カール度（％）＝１００×（カール量）／３５．３６
　本発明におけるカール度は１０％以下であることが好ましく、７％以下がなお好ましく
４％以下がなおさらに好ましい。カール度が所定の範囲を超えると、ボンディングの際に
スペーサの変形が生じ、ボンディングアライメントが来るって接続不良を生じる場合があ
る。
【００５２】
　また本発明における薄型配線基板の絶縁層としての高分子フィルムにおける好ましい一
態様としての、当該薄型配線基板の絶縁層の基材フィルムとして使用するポリイミドフィ
ルムの高温揮発分は、１．０％以下であることが好ましく、より好ましくは０．５％以下
、さらに好ましくは０．２％以下であり、少なければ少ないほど好ましいが、製造の容易
性、コスト等を考慮すれば、実質的に不具合が生じない程度にすればよく、その下限とし
ては、具体的には０．０１％である。
　本発明における、「高温揮発分」の測定は、下記のようにして実施した。
　キューリーポイント型熱分解装置を用いて、ＧＣＭＳ法より、ポリマー分解物量を求め
た。あらかじめ加熱乾燥処理した日本分析工業製５００℃用パイロホイルに、試料（目安
４ｍｇ）を精秤し（秤量値をＡ（ｍｇ）とする。）、熱分解装置内保温温度を１７０℃に
セットして、試料ホイルを導入、３分間ヘリウムパージした。その後、直ちに発振操作に
より５００℃で１０秒間加熱した。その５００℃での１０秒間の加熱中にフィルムから揮
発する残溶媒やポリマー分解物を、ＧＣＭＳで検出した。この全イオン（ＴＩＣ）ピーク
面積を求め、アニリン換算による絶対検量線法によりポリマー分解物量Ｂ（μｇ）を求め
た。ポリイミドフィルムに対する高温揮発分は次式により算出した。
ポリマー分解物量（ｐｐｍ）＝Ｂ（μｇ）／Ａ（ｍｇ）×１０００
　（熱分解ＧＣＭＳ条件）
　　装置　　　　　　　：　ＨＰ５９７３Ｎ（ＨＰ社製ＧＣＭＳ）
　　　　　　　　　　　　　　ＪＨＳ－３（日本分析工業社製熱分解装置）
　　カラム　　　　　　：　ＨＰ－１（アジレントテクノロジー社製）、φ０．２５ｍｍ
×２５ｍ、膜厚１μｍ
　カラム温度　　　　：　４０℃／２分保持　⇒　１０℃／分で２６０℃まで昇温　⇒　
２６０℃／５分保持
流量　　　　　　　：　Ｈｅ　０．７ｍｌ／ｍｉｎ、スプリット導入
質量操作範囲　　　：　ｍ／ｚ＝３０～５５０
【００５３】
　本発明における高温揮発分（ポリマー由来の分解物など）は、上記測定条件に即して、
主としてかかる雰囲気下でポリイミドフィルムから分解・揮発するものと考えられ、分子
量が５０以上２００以下、かつ分子骨格に１個以上の窒素原子を有する、ポリマー由来の
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分解物や残溶媒である。かかるポリマー由来の分解物は、下記化合物が代表的具体例であ
り、これらの少なくとも１つを含むものである。
　アニリン、ベンゾニトリル、１－メチル－２，５－ピロリジンジオン、メチルイソシア
ノベンゼン、１，２－ベンゾジニトリル、ジメチルベンズアミド、２－メチルイソインド
ール－１，３－ジオン、４－シアノフェニルグリオキザール－１－オキシム。
　本発明において前記ポリイミドフィルムに含まれるポリマー分解物の量を所定の範囲内
に納めるには、さらにポリイミドフィルムの熱処理後に、熱処理炉から出てきたフィルム
を直ちに巻き取らず、フィルム両面をフリーの状態にして５分以上、好ましくは７分以上
、さらに好ましくは１０分以上、なお好ましくは１６分以上、大気中ないし不活性気体中
に保持した後に巻き取ることが好ましい。両面フリーの状態とは大気ないし不活性気体に
フィルムが直接触れている状態を意味する。もちろん、その間には、複数のロール等を用
いてフィルムを搬送することができる。フィルムに含まれる低分子量物質が拡散によりフ
ィルム外に排出されるに十分な時間を確保する意味合いである保持時間が短いとポリマー
由来の分解物、溶媒、反応副生成物などの低分子量物質の残存量が多くなる場合がある。
また時間が長すぎる場合には、フィルムハンドリンが困難となり生産性が低下する場合が
ある。
　また、本発明においては、ポリイミドフィルムの表面に、大気中ないし不活性気体中に
おいて超音波、好ましくは３０～２５０ｋＨｚの広帯域超音波をかけ、さらにフィルムな
いし接着シート表面近傍の大気ないし不活性気体を流速０．５ｍ／秒以上、好ましくは３
ｍ／秒以上、なお好ましくは１５ｍ／秒以上、なおさらに好ましくは３０ｍ／秒の流速に
おいて更新させることが好ましい。かかる処理はポリイミドフィルムに行う場合には熱処
理炉からでた直後から、５分以内、好ましくは７分以内、なお好ましくは１５分以内に行
うことが好ましい。かかる処理は熱処理炉内においてフィルム近傍に存在した、ポリマー
由来分解物を含む低分子物質が冷却凝縮によりフィルム表面に付着することを防止する物
である。
【００５４】
　本発明では、好ましい態様として、以上述べてきた高分子フィルム特にポリイミドフィ
ルムを薄型配線基板の絶縁層に用いる。
　本発明ではかかる薄型配線基板の絶縁層を半導体チップに接着するための接着剤が必要
である場合には、接着剤には熱可塑性接着剤、熱硬化性接着剤のいずれを用いることも可
能である。熱可塑接着剤としては、熱可塑性のポリイミド、ポリエーテルイミド、ポリア
ミドイミド、ポリエステルイミド、全芳香族ポリエステルなどを用いることが出来る。本
発明では耐熱性の観点ならびに半導体チップにスペーサを接着する際に低圧力で接着しや
すいとの観点より熱硬化性接着剤を使用することが好ましい。
　本発明では有機高分子フィルム、好ましくはポリイミドフィルムの少なくとも片面に接
着剤樹脂成分を配した、所謂接着フィルム的な形態とすることが好ましい。
　本発明で用いられる熱硬化性接着剤としては、熱硬化性であって耐熱性、接着性に優れ
たものであれば特に限定されるものではない。本発明では硬化物の引張弾性率が０．８～
８ＧＰａである接着剤層を用いることが好ましい。接着剤の引張弾性率がこの範囲より高
いと線膨張係数の離れた基材フィルムと金属箔の応力歪みを接着剤層で緩和吸収すること
が出来なくなり、結果として半導体と金属箔層との接続信頼性が発現されなくなるので好
ましくない。また、引張弾性率がこの範囲を下回ると、ボンディングの際に接着剤層が変
形し、ボンディングアライメントが狂って接続不良となる場合がある。
　本発明に用いられる熱硬化性接着剤としてはエポキシ系、ウレタン系、アクリル系、シ
リコーン系、ポリエステル系、イミド系、ポリアミドイミド系等を用いることができ、ま
たさらに詳しくは、例えば、主としてポリアミド樹脂等のフレキシブルな樹脂とフェノー
ル等の硬質の材料とを主成分として、エポキシ樹脂、イミダゾール類等を含むものが例示
される。さらに具体的には、ダイマー酸ベースのポリアミドイミド樹脂、常温固体のフェ
ノール、常温液状のエポキシ等を適度に混合したもの等を例示できる、適度な軟らかさ、
硬さ、接着性等を有し、半硬化状態を容易にコントロールできる。また、ポリアミドイミ
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ド樹脂としては重量平均分子量が５０００～１０００００のものが好適である。さらに、
ポリアミドイミド樹脂原料のカルボン酸とアミンとによりアミドイミド樹脂の凝集力も変
化するため、適宜フェノールやエポキシ樹脂の分子量、軟化点等を選択することが好まし
い。また、ポリアミドイミド樹脂の代わりにポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、アクリ
ロニトリルブタジエン樹脂、ポリイミド樹脂、ブチラール樹脂等が使用できる。さらにこ
れらのシリコーン変性された材料なども耐久性の観点から好ましい。
【００５５】
　また、フェノール樹脂やエポキシ樹脂だけでなく、マレイミド樹脂、レゾール樹脂、ト
リアジン樹脂等も使用できる。またニトリルブタジエンゴムなどを配合、共重合する事も
可能である。
　本発明の熱硬化性接着剤は硬化状態を半硬化状態にコントロールされるが、硬化状態を
コントロールする方法としては、例えば、接着剤を基材上に塗布、乾燥させる際の温風に
よる加熱、遠／近赤外線による加熱、電子線の照射などが挙げられる。加熱によるコント
ロールでは、１００～２００℃で、１～６０分加熱することが好ましく、１３０～１６０
℃で、５～１０分加熱することがさらに好ましい。また、ＦＰＣ、ないしＴＡＢ用テープ
をロール状に巻回した状態で、例えば４０～９０℃程度の比較的低温で数時間～数百時間
熱処理することにより硬化状態をコントロールすることもできる。なお、硬化状態をコン
トロールする際の条件は、接着剤の組成や硬化機構、硬化速度を考慮して決定することが
好ましい。このようにして、硬化状態をコントロールすることにより、半硬化状態の接着
剤を得ることが可能となる。本発明の熱硬化性接着剤は、いったん半硬化状態とされた状
態で用いることができる。
　なお、接着剤を塗布する前にフィルム表面をプラズマ処理、コロナ処理、アルカリ処理
することは、接着力を高めるために好ましい方法である。かかるプラズマ処理は真空プラ
ズマ、常圧プラズマいずれを使用することも可能である。
【００５６】
　上記の有機高分子フィルム好ましくはポリイミドフィルムと熱硬化性接着剤を用いて接
着フィルムを製造する方法は特に制限はなく、例えば、該熱硬化性樹脂組成物を有機溶媒
に溶解させた樹脂溶液を耐熱性樹脂層の両面に塗布した後、加熱して溶媒を揮発させフィ
ルム化する方法や、あるいは、予めフィルム化しておいた熱硬化性樹脂層を耐熱性樹脂層
の両面にラミネートするといった方法等が挙げられる。
　接着剤層の厚さは、基材となるフィルムの厚さ未満であることが好ましく、両面の接着
剤層厚さの合計がフィルム基材の厚さの６０％以下であることが好ましく、４０％以下で
あることがさらに好ましく、２５％以下であることがなおさらに好ましい。
【００５７】
　本発明の（薄型）プリント配線基板の絶縁層は、下記のようにして使用することができ
る。
　図２．は本発明のパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置（ＰＯＰ）の一例を示す
模式図である。第一のパッケージは、１．第一のプリント配線基板の上に７．チップ－基
板間ダイアタッチメントフィルムを介して半導体チップが搭載され、さらに、６．チップ
間ダイアタッチメントフィルムを介して複数の半導体チップが積層されている。ここに第
一のプリント配線基板は両面プリント配線基板、片面二層プリント配線基板、多層プリン
ト基板、ビルトアップ多層プリント配線基板いずれの形態でも差し支えない。
　各半導体チップの８．ワイヤボンディング用電極は９．ボンディングワイヤにより多層
基板の４．ワイヤボンディング用電極に接続がなされている。この形態はいわゆるチップ
積層型パッケージであるが、かかるパッケージが第２のパッケージの上に搭載されている
。
　第２のパッケージは、３．スルーホールが形成された複層基板である１２．第二のプリ
ント配線基板に、半導体チップが１１．バンプによりフリップチップ実装されている。第
１のパッケージと第２のパッケージは２．ハンダボールにより接続されている。第二のプ
リント配線基板は両面プリント配線基板、片面二層プリント配線基板、多層プリント基板
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、ビルトアップ多層プリント配線基板いずれの形態でも差し支えない。
　（図２．～６．において、１．第一のプリント配線基板、２．ハンダボール、３．スル
ーホール、４．ワイヤボンディング用電極、５．半導体チップ、６．チップ間ダイアタッ
チメントフィルム、７．チップ－基板間ダイアタッチメントフィルム、８．ワイヤボンデ
ィング用電極、９．ボンディングワイヤ、１０．封止樹脂、１１．バンプ、１２．第二の
プリント配線基板、１３．インターポーザ基板を示す）
　図３．は本発明のパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置の一例を示す模式図であ
る。かかる例に於いては二つのチップ積層型パッケージがパッケージ基板面のより接続さ
れている。
　図４．は本発明のパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置の一例を示す模式図であ
る。
　かかる例に於いては二つのチップ積層型パッケージが同方向に積み上げる形態にて二段
に積層されている。
　図５．は本発明のパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置の一例を示す模式図であ
る。
　かかる例に於いては各１個の半導体チップがインターポーザ基板に搭載された薄型パッ
ケージ３枚以上が積層されている。
　図６．は本発明のパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置における組み立て工程の
一例である。
（１）１．第一のプリント配線基板には再配線回路パターンならびに、４．ワイヤボンデ
ィング用電極、３．スルーホール、２．ハンダボールが設けられている。
（２）第一のプリント配線基板に７．チップ－基板間ダイアタッチメントフィルムを介し
て５．半導体チップが搭載され、さらに６．チップ間ダイアタッチメントフィルムにより
半導体チップが複数積層される。半導体チップには８．ワイヤボンディング用電極があら
かじめ形成されている。
（３）半導体チップ上のワイヤボンディング用電極とプリント配線基板上のワイヤボンデ
ィング用電極とが、９．ボンディングワイヤにより接続される。
（４）封止樹脂１０により全体が封止され、第１のパッケージが構成される。かかるパッ
ケージは検査工程に於いて動作確認が行われる。
（５）第１のパッケージが第２のパッケージに積層搭載される。第２のパッケージは、１
２．第二のプリント配線基板にバンプを介して半導体チップがフリップチップ実装されて
いる。第二のプリント配線基板には配線層が形成され、３．スルーホールによる層間導通
が行われ、マザーボードないしは必要に応じて準備される第三のプリント配線基板との接
続に供される２．ハンダボールが設けられている。
【実施例】
【００５８】
　以下、本発明を、実施例によりさら詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定
されるものではない。なお、実施例中の各物性値は以下の方法により測定した。
１．ポリアミド酸の還元粘度（ηｓｐ／Ｃ）
　ポリマー濃度が０．２ｇ／ｄｌとなるようにＮ－メチル－２－ピロリドンに溶解した溶
液をウベローデ型の粘度管により３０℃で測定した。
【００５９】
２．ポリイミドフィルムのフィルム厚さ
　フィルムの厚さは、マイクロメーター（ファインリューフ社製、ミリトロン１２５４Ｄ
）を用いて測定した。
３．ポリイミドフィルムの引張弾性率、引張破断強度及び引張破断伸度
　測定対象のポリイミドフィルムを、流れ方向（ＭＤ方向）及び幅方向（ＴＤ方向）にそ
れぞれ１００ｍｍ×１０ｍｍの短冊状に切り出したものを試験片とした。引張試験機（島
津製作所製、オートグラフ（商品名）、機種名ＡＧ－５０００Ａ）を用い、引張速度５０
ｍｍ／分、チャック間距離４０ｍｍの条件で、ＭＤ方向、ＴＤ方向それぞれについて、引
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張弾性率、引張破断強度及び引張破断伸度を測定した。
【００６０】
４．フィルムの線膨張係数（ＣＴＥ）
　下記条件で伸縮率を測定し、３０～３００℃までを１５℃間隔で分割し、各分割範囲の
伸縮率／温度の平均値より求めた。ＭＤ方向、ＴＤ方向のことわりがない場合は、ＭＤ方
向、ＴＤ方向の平均値である。
　　装置名　　　　；　ＭＡＣサイエンス社製ＴＭＡ４０００Ｓ
　　試料長さ　　　；　２０ｍｍ
　　試料幅　　　　；　２ｍｍ
　　昇温開始温度　；　２５℃
　　昇温終了温度　；　４００℃
　　昇温速度　　　；　５℃／ｍｉｎ
　　雰囲気　　　　；　アルゴン
【００６１】
　実施例などで使用する化合物の略称を下記する。
　　ＰＭＤＡ　：ピロメリット酸二無水物
　　ＢＰＤＡ　：３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物
　　ＯＤＰＡ　：４，４’－オキシジフタル酸
　　ＤＡＭＢＯ：５－アミノ－２－（ｐ－アミノフェニル）ベンゾオキサゾール
　　ＯＤＡ　　：４，４’－ジアミノジフェニルエーテル
　　ＰＤＡ　　：パラフェニレンジアミン
　　ＢＡＰＢ　：１，３－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン
　　ＤＭＦ　　：ジメチルホルムアミド　
　　ＤＭＡＣ　：ジメチルアセトアミド
　また、略称ＧＦはポリイミド前駆体フィルム（グリーンフィルムともいう）を、略称Ｉ
Ｆはポリイミドフィルムを示す。
【００６２】
＜重合及びフィルムの製造＞
　窒素導入管，温度計，攪拌棒を備えた反応容器内を窒素置換した後，５－アミノ－２－
（ｐ－アミノフェニル）ベンゾオキサゾール（ＤＡＭＢＯ）３２０質量部を仕込んだ。次
いで，Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド４４００質量部を加えて完全に溶解させた後，ピロ
メリット酸二無水物３２７質量部を加え，２５℃の反応温度で１７時間攪拌すると，褐色
で粘調なポリアミド酸溶液が得られた。このもののηｓｐ／Ｃは３．９であった。
　続いてこのポリアミド酸溶液をステンレスベルトに、スキージ／ベルト間のギャップを
９２０μｍとしてコーティングし、１１０℃にて１５分間乾燥した。乾燥後に自己支持性
となったポリアミド酸フィルムをステンレスベルトから剥離し厚さ７２μｍのグリーンフ
ィルムを得た。このときのグリーンフィルムの残溶媒量は３４％であった。
　得られた各グリーンフィルムを、ピンテンターのピンにフィルム両端が均一に突き刺さ
るようにして両端を把持した状態で連続式の熱処理炉に通し、第１段が１５０℃で３分、
第２段が２１０℃で３分、第３段として４９５℃で６分の条件で３段階の加熱を施して、
イミド化反応を進行させた。熱処理炉から出たフィルムは約３分間かけてほぼ室温まで冷
却され、さらにクリーン度１０００以下に調整された大気中を５分間搬送された。さらに
その後に、フィルム幅方向はフィルム幅＋４０ｍｍ、フィルム進行方向には５０ｍｍの区
間にて３０～１５０ｋＨｚの広帯域超音波を照射し、同エリアの境界において流速３０ｍ
／秒となるように気流制御してフィルム表面近傍の大気を更新した。フィルムはさらに２
分間の搬送後に、イオン式除電器にて表面電位が０．３ｋＶ以下となるように除電され、
静電気除去能を有する６インチのプラスチック製コアにロール状に巻き取り、褐色を呈す
る各ＩＦ（ポリイミドフィルム）であるフィルムＡを得た。得られたポリイミドフィルム
の特性値を評価した。結果を表１に示す。
　以下、同様にして表１に示す原料を使用して同様に操作し、表１に示すポリイミドフィ
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【００６３】
＜実施例１～４、比較例１～２＞
　上記で得られた各フィルムを５０ｃｍ幅のロールサイズにスリットし、ロールからの巻
き出し／巻き取り部を有する連続式の真空装置にて以下の条件でプラズマ処理した
　プラズマ処理条件は酸素ガス中で、周波数１３．５６ＭＨｚ、出力１５０Ｗ、ガス圧０
．７Ｐａの条件であり、処理時の温度は２５℃、処理時間は５分間であった。次いで、周
波数１３．５６ＭＨｚ、出力５００Ｗ、ガス圧０．７Ｐａの条件、ニッケル－クロム（１
５質量％）合金のターゲットを用い、アルゴン雰囲気下にてＲＦスパッタ法により、１０
Å／秒のレートで厚さ１２０Åのニッケル－クロム合金被膜（下地層）を形成し、次いで
、１５０Å／秒のレートで銅を蒸着し、厚さ０．２５μｍの銅薄膜を形成させて真空中に
て巻き取った。得られた片面金属化フィルムを再度同じ装置に仕込み、裏面に同様に金属
薄膜を形成し、両面金属化フィルムとした。
　得られた両面金属薄膜付きフィルムをロールトゥロール方式の縦型の連続式電気めっき
装置を用い、硫酸銅めっき浴をもちいて、厚さ３μｍの厚付け銅めっき層（厚付け層）を
形成し、目的とする金属化ポリイミドフィルムを得た。得られた金属化ポリイミドフィル
ムを、幅７０ｍｍにスリットし、スプロケット孔を形成した後、連続式のＣＯＦ加工装置
を用いて所定位置に両面スルーホール用の孔明けを行い、無電解メッキ後に最大厚さ６μ
ｍとなるように両面スルーホールめっきを行い、その後、フォトレジスト：ＦＲ－２００
、シプレー社製を塗布・乾燥後にガラスフォトマスクで密着露光し、さらに１．２質量％
ＫＯＨ水溶液にて現像した。次に、ＨＣｌと過酸化水素を含む塩化第二銅のエッチングラ
インで、４０℃、２ｋｇｆ／ｃｍ２のスプレー圧でエッチングし、最小配線ピッチが３０
μｍのパターンを形成後、０．３μｍ厚に無電解金めっきを行い、各フィルムによる両面
プリント配線基板を作製した。
【００６４】
　各プリント配線板を使用して、第一のプリント配線基板、第二のプリント配線基板とし
て使用し（個々のパッケージには同一フィルムによるプリント配線板を使用）、図５に示
したように個々のパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置を作製した。
　得られたパッケージ・オン・パッケージ型半導体装置において、上段パッケージと下段
パッケージとの接続について、初期不良率、ＰＣＴ耐久性試験後、ヒートサイクル耐久性
試験後、リフローハンダ耐熱試験後の不良率を評価した。
　ここに接続不良率は、各６０箇所の接続点を有する５１２個のパッケージ・オン・パッ
ケージに対する不良率である。ＰＣＴ耐久性は１２１℃、２気圧の飽和蒸気環境下に９６
時間暴露された後、ヒートサイクル耐久性試験は、－２５～＋６０℃（各３０分）の温度
サイクル試験を１０００サイクル後、リフローハンダ耐熱試験は２６０℃、５０秒間のＩ
Ｒ炉通過後の不良率である。
　これらの評価結果を表２に示す。
【００６５】
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【表１】

【００６６】
【表２】

【産業上の利用可能性】
【００６７】
　本発明の構成の半導体パッケージは高い信頼性を具備することができ、具体的には、シ
ステムインパッケージ、モジュール基板、インターポーザなどと呼ばれる、複数の半導体
チップが搭載された半導体装置、さらに詳しくは、電気信号、又は光信号を用いて、通信
、画像処理、情報処理、音声処理、演算、記録、表示、制御などを行う電子機器において
用いられる、ＣＰＵ、ＡＳＩＣ、メモリー、Ｉ／Ｏ制御等を行う半導体チップが搭載され
た半導体装置に適用できる。さらに、本発明の半導体装置は、半導体チップ形態が挿入実
装型のＤＩＰ（Ｄｕａｌ　ｉｎｌｉｎｅ　ｐａｃｋａｇｅ），ＳＩＰ（Ｓｉｎｇｌｅ．ｉ
ｎｌｉｎｅ　ｐａｃｋａｇｅ），ＰＧＡ（Ｐｉｎ　ｇｒｉｄ　ａｒｒａｙ）ＺＩＰ（Ｚｉ
ｇｚａｇ　Ｉｎｌｉｎｅ　Ｐａｃｋａｇｅ），Ｖ－ＤＩＰ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ｄｕａｌ
　Ｉｎｌｉｎｅ　Ｐａｃｋａｇｅ）表面実装型のＳＯＰ（Ｓｍａｌｌ　ｏｕｔｌｉｎｅ　
ｐａｃｋａｇｅ），ＴＳＯＰ（Ｔｈｉｎ　Ｓｍａｌｌ　Ｏｕｔｌｉｎｅ　Ｐａｃｋａｇｅ
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），ＱＦＰ（Ｑｕａｄ　ｆｌａｔ　ｐａｃｋａｇｅ），ＳＯＪ（Ｓｍａｌｌ　ｏｕｔｌｉ
ｎｅ　Ｊ－ｌｅａｄ　ｐａｃｋａｇｅ），ＱＦＪ（Ｑｕａｄ　ｆｌａｔ　Ｊ－ｌｅａｄ　
ｐａｃｋａｇｅ），ＱＦＮ（Ｑｕａｄ　ｆｌａｔ　ｎｏｎ－ｌｅａｄｅｄ　ｐａｃｋａｇ
ｅ），ＴＣＰ（Ｔａｐｅ　ｃａｒｒｉｅｒ　ｐａｃｋａｇｅ），ＢＧＡ（Ｂａｌｌ　ｇｒ
ｉｄ　ａｒｒａｙ）などの形態のものが使われた半導体装置である。半導体チップがアナ
ログチップとデジタルチップとの混載である半導体装置、半導体チップが電子デバイスチ
ップと光デバイス（発光／受光）チップとの混載である半導体装置、半導体チップがシリ
コンチップと化合物半導体チップとの混載である半導体装置、半導体チップと受動部品が
混載された半導体装置、複数の半導体チップが併置された半導体装置、複数の半導体チッ
プが縦積みされた半導体装置、複数の半導体チップ及びその他デバイスが表裏両面に搭載
された半導体装置、半導体チップとプリント配線の間隙が８０μｍ以下である半導体装置
、電子回路の基本クロックが２．４ＧＨｚ以上である半導体装置、電気信号のキャリア周
波数が２５０ＭＨｚ以上である地上波デジタル放送受信機などに使用できる半導体装置、
電気信号のキャリア周波数が２．４ＧＨｚ以上であるデジタル通信機器に使用できる半導
体装置、半田ボールに鉛フリー半田が用いられた半導体装置、プリント配線板が内層に受
動部品を内蔵したものである半導体装置に適用できる。
【００６８】
　また、本発明の半導体装置を適用し得る具体的製品例として、薄型テレビジョン、壁掛
けテレビジョン、ハンドヘルドテレビジョン、据置型パーソナルコンピュータの半導体装
置、モバイル型パーソナルコンピュータ、携帯型表示機器、音響機器の半導体装置、携帯
型音楽再生機の半導体装置、車載用アミューズメント機器の半導体装置、携帯型通信機器
の半導体装置、たとえば携帯電話、自動車などの移動車両、船舶、航空機などのコクピッ
トにおける半導体装置、カーナビゲーションシステムの半導体装置、公共交通機関での案
内表示、広告、広報媒体、腕時計、ヘッドマウントディスプレイ、ビデオカメラ、デジタ
ルスチルカメラなど、電子辞書、ＰＤＡ、電子手帳、ＧＰＳ、携帯型ゲーム機、携帯型カ
ラオケ機、玩具の半導体装置、デジタル及び銀塩カメラ半導体装置及び状態表示・コント
ロール部の半導体装置、コンピューターディスプレーや、テレビモニターの状態表示・コ
ントロール部の半導体装置、腕時計、腕時計以外の時計で電子表示機器を用いているもの
。各種家電機器などのリモコンの半導体装置、冷蔵庫、洗濯機、電子レンジ、電気釜、ジ
ャーポット、食器洗い乾燥機、電気冷蔵庫、クッキングヒーター、換気扇、電気温水器、
自然冷媒ヒートポンプ式給湯機、家庭用電気井戸ポンプ、空気清浄機、電気洗濯機、洗濯
機（全自動式・二槽式）、洗濯乾燥機、電気掃除機、温水洗浄便座、電気かみそり、家庭
用生ゴミ処理機、クーラーなどの家電製品の半導体装置、電気照明器具の半導体装置、ビ
デオレコーダー、ＤＶＤレコーダー、ＨＤレコーダー、ステレオ、ホームシアターシステ
ム、ラジオなどのＡＶ機器の半導体装置、複写機、プリンター、ＦＡＸ、電話などの事務
機器の半導体装置、プリンター、ＣＤドライブ、ＦＤドライブ、ＭＯドライブ、ＤＶＤド
ライブ、ハードディスク、ＩＣカード、磁気カード、クレジットカードなどの半導体装置
、メモリーカードリーダー・ライター、モデム、ルーター、ハブ等のコンピューター周辺
機器、及びコンピューター本体の半導体装置、ドアホン、火災報知システム、ガス検知、
セキュリティーシステムなどの住宅、建物設備の半導体装置、ヘルスメーター、血圧測定
器、電気マッサージ器具、などの健康増進機器の半導体装置、土木建設機械、鉱山機械、
化学機械及び貯蔵槽、パルプ・製紙機械、プラスチック加工機械、ポンプ、圧縮機及び送
風機、油圧機械及び空気圧機器、動力伝導機器、農業用機械器具及び木材加工機械、金属
工作機械、金属加工機械及び鋳造機器、食料品加工機械、包装機械及び荷造機械、ミシン
及び繊維機械、冷凍機及び冷凍機応用製品、自動販売機、自動改札機・自動入場機、回転
電気機械、静止電気機械器具、開閉制御機器、半導体関連、家電関係、自動車、など諸産
業での生産設備、工作機械の半導体装置、電子交換機、デジタル伝送機器、通信設備内の
半導体装置、現金自動預払機（支払機を含む）などの端末機器、電気計測器及び電子応用
機器、計測機器などに用いられる、機器・設備における半導体装置や表示機器が挙げられ
る。
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【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】フィルムのカール度を測定する方法の模式図
【図２】パッケージ・オン・パッケージ型半導体装置（ＰＯＰ）の一例を示す概略図
【図３】ＰＯＰの他一例を示す概略図
【図４】ＰＯＰの他一例を示す概略図
【図５】ＰＯＰの他一例を示す概略図
【図６】ＰＯＰの作製手順例を示す概略図
【符号の説明】
【００７０】
　図１において
　　　１　　ポリイミドフィルムの試験片
　　　２　　アルミナ・セラミック板
　図２～図６において
　　　１　　第一のプリント配線基板
　　　２　　ハンダボール
　　　３　　スルーホール
　　　４　　ワイヤボンディング用電極
　　　５　　半導体チップ
　　　６　　チップ間ダイアタッチメントフィルム
　　　７　　チップ－基板間ダイアタッチメントフィルム
　　　８　　ワイヤボンディング用電極
　　　９　　ボンディングワイヤ
　　　１０　　封止樹脂
　　　１１　　バンプ
　　　１２　　第二のプリント配線基板
　　　１３　　インターポーザ基板



(23) JP 2008-177503 A 2008.7.31

【図１】

【図２】
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【図３】
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